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おわりに
はじめに：本研究の目的
　フランスの主要都市における路面電車の「復活」をはじめとする公共旅
客交通システムの「復権」や、上下水道事業の経営管理への民間企業の参
入には、近年、我が国の地方行政関係者からも多大な関心が寄せられるよ
うになっている。一層の深刻化が憂慮されている地球環境問題との関係も
あって、公共旅客交通や上下水道などの地方公共サービス（フランスでは、
地方におけるservice　public〔公役務〕という概念が用いられる。）をいか
に経営管理するかについては、さまざまの立場から関心ないし期待が寄せ
られ、フランスやドイツなど欧州大陸諸国における制度や現状を実地調査
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する関係者も多い。
　しかし実地での調査は、例えば路面電車事業の都市計画上の位置付けや
技術的な側面などに焦点を当てたものが通例で、実際に構想を具体化して
行くうえで必要となり、事業の実現可能性の有無、事の成否を分けること
にもなる法務や財務的な側面については、とくに言語の制約も大きく情報
の入手と消化が困難なためか、研究者や行政実務家が参考にし得るような
実態調査は少なく、邦語で利用しうる情報は乏しいのが実情と思われる。
　そこで本稿は、上下水道や路面電車の分野を例として取り上げて実際の
データを参照しつつ、フランスにおける地方公役務の民間委託を、財務的
側面を中心として、制度と実態の両面から解明することに重点を置いてい
る。その前提であるフランスにおける地方税財政制度、広域行政制度、都
市計画制度、さらには路面電車「復活」や公共サービスの民営化全般の動
向などについては、叙述を省略している1）。また、民間委託方式を活用する
ことによってもたらされている社会経済的な便益費用など、「効果」の総合
的な評価については、今後の研究に委ねる。
1．地方公共サービス供給方式の概略
　1－1．給付行政と「営業的公役務」
　一般にフランスでは、行政活動は規制行政と給付行政とに区分して論じ
られるが、本稿が対象とするのは、給付行政のうちでも有償での役務提供
に限り、一般に「行政的」公役務（service　public　a　caractere　administratif）
と対比される「営業的」公役務（service　public　a　caract6re　industriel　et
commercia1．「産業活動的」「商工業的」などとも邦訳）である。例として
1）これらについては（財）自治体国際化協会（CLAIR）の各種刊行物を参照された
　い。同協会のサイトはhtt／／www　clair　or’で、そこからさまざまな調査情報を
　PDFで入手可能である。
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は、上下水道、家庭ゴミの収集・処理、電気やガスの供給、地域暖房、都
市内・都市間の公共旅客交通、ロープウェイ、市場、葬儀業などが挙げら
れる。おおまかには、我国で地方団体が広い意味での地方公営企業として
取り組む業務が相応する。
　1－2．営業的な地方公役務の供給方式の多様性
　地方の公役務は、その供給方式が一様でなく、古くからさまざまな工夫
がなされてきた。フランスでは、かなり早くから、地方団体の直営による
ばかりでなく、独立した公法人や民間企業への委託が活用されており、む
しろ近年になってからのPFI等への取り組みが我が国で注目されている
英国などよりも、はるかに前を進んできた。我が国では、かねてから行政
法学の分野で、フランスでの特色として、「公役務」という行政観や、公役
務を民間企業等へ委託する枠組みたる「行政契約」（contrat　administratif）
などに注目してきていた。「フランスにおいては、行政契約が行政活動の手
段として行政行為とほぼ同等の比重をもって実定法上積極的に展開されて
おり、上下関係を前提とする公権力の観念と対等当事者間に成立する契約
の観念が両立し難いところのあるわが国やドイツと比較して、その範囲は
遥かに広く認められている」2）という知見は、我が国の行政法学の世界で
は、従前から共通認識の一部になってきたのである。ただし本稿では、委
託管理の根拠となる行政契約を指すのには、法文で使われてもいる「協定」
（convention）という用語を用いる。それによって、通常の「私法」的な
対等当事者間での契約とは異なるというニュアンスを出すことを企図して
いるので、ご承知おき願いたい。
　フランスでの地方公役務の供給方式は、大きく地方団体の「直接管理」
2）　滝沢正、「各国行政法・行政法学の動向と特色一フランス」、雄川一郎ほか編「現代
　行政法大系1：現代行政法の課題』、（昭和58年・有斐閣）、p．234．
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と「委託管理」とに区分される。前者の範疇には単純直営、独立採算直営、
独立公法人の3方式が含められ、後者の範疇には、「コンセッション」（本
稿では「事業特許」と邦訳）をはじめ、さまざまな方式がある。なお「コ
ンセッション」については、「事業免許」「民設民営」「事業委譲」などの邦
訳例を見るが、いずれも筆者には違和感があるので、本稿では行政法学で
積み重ねてきた議論に敬意を払い、「特許」というコトバを用いることとす
る。
　（1）直接管理
　「直接管理」（gestion　directe）は、地方団体が自ら供給を実施するか、
自身と密接に結び付いた独立の公的主体たる「公施設法人」（6tablissement
public．以下ではe．p．やEPとも略す）を通じて供給を確保するか、いずれ
かである。
①単純直営方式　　地方団体による「単純直営」（r6gie　simple）は古くか
らの方式であり、行政的な公役務に適したものとされるが、小規模なコミ
ューン（基礎レベル自治体）の場合には、しばしば営業的な公役務も直営
される。行政組織の内部で業務が担当され、予算等も行政分野全体の中に
包含されるのが通常である。
②独立採算直営方式　　これも直営であり、地方団体と別の法人により事
業経営をするのではないが、一般行政組織からは分別された所管組織を置
き、「独立採算」を基本として管理する方式（r6gie　autonome）である。我
国の地方公営企業のイメージに近い。
③独立公法人方式　　地方団体から法的に分別された独立公法人（下記「地
方公施設法人」）によって独立採算で経営する方式（r6gie　person－
nalis6e）。営業的公役務に適した方式とされているが、社会福祉の分野など
では行政的公役務についても活用される。
　（2）委託管理
　公役務の供給において民間企業等を活用する方式は「委託管理」（gestion
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d616gu6e）等の表現で呼ばれ、フランスでは古くから普及している。実際の
内容はさまざまであり、広義には、地方団体が公役務提供の全部または一
部を「委託管理協定」（convention　de　d616gation＝行政契約の一種）を締
結して民間企業等（下記「混合経済会社」すなわち我が国での「第3セク
ター」を含む）に委ねることを意味する。
　（3）委託管理方式の諸類型
①事業特許（コンセッション）　　本稿では、行政法学の世界で古くから
用いられてきた「公役務の特許」という表現を参考にして、邦訳として「事
業特許」という訳語を当てる。行政法学では、「公企業の特許」とは、法律
上で国や地方団体に留保されている公企業の経営権の全部または一部を他
者に賦与する行為をいうが3）、「コンセッション」（concession）方式におい
ては、地方団体が一定期間、営業的な公役務の経営管理を民間企業等に全
般的に委ねる。受託者たる企業体は自ら経営リスクを負いつつ、利用者か
らの料金を自らの収入として収受して利益をあげ、自らへの事業報酬とす
る。企業体が役務提供の基礎となる施設設備の建設整備段階から事業を委
ねられる場合が通常で、設備投資とサービスの運営管理の両面を含む経営
全般の事業特許ということになる。この方式は、上水道、公共旅客交通、
電気・ガス、劇場、公営カジノなどの分野で活用されている。
②経営委託（アフェルマージュ）　　「アフェルマージュ」（affermage）
方式においては、地方団体が企業体に施設設備の運営管理を託し、運営管
理リスクは企業体が負う。受託者たる企業体は役務利用者から利用料金を
収受し、その収入の中から協定で定められた一定金額を地方団体に支払う。
残余の手元に残る資金から自らへの事業報酬を生む。本稿では、リスクや
報酬に着目して「経営委託」という邦訳を採用する。上水道や清掃事業な
どの分野で広く普及している。
3）有斐閣「新法律学辞典』（第3版／平成元年刊）、p．396、「公企業の特許」を参照。
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③業務委託　　その他に、運営管理のリスクを委託側たる地方団体が保持
しながら、公役務の提供に必要な一部業務を企業体に委託する業務委託で、
かつ事業報酬が受託者の達成する業績に関連づけられている方式（r6gie
int6ress6e＝本稿では「業績関連報酬付き業務委託」と邦訳。「一部収益型
業務委託」「出来高払い管理方式」などとも邦訳される。）や、業務を委託
するが報酬は成果との関連を持たない「単純業務委託」（g6rance．「管理人
方式」「管理委託方式」とも邦訳）など、さまざまな方式が活用されてい
る。
　1－3．地方公施設法人と混合経済会社
　（1）地方公施設法人
　地域における公共的活動を担う主体の中で、公法上の法人格と財政的自
主権を認められている「公施設法人」（6tablissement　public）のうち地方
団体が設立に中心的な役割を果たしたものを「地方公施設法人」（e．p．　loca1
またはe．p．　territorial）と呼ぶ。公権力の主体としての特権を持ち、行政契
約（contrat　administratif）を締結でき、職員は公務員たる身分を保有す
る。我国の地方独立行政法人のイメージに近い。公役務の世界では、直接
管理のうち独立公法人方式の担い手として重要である。
　公施設法人は、担当業務の性格により、「行政的」公施設法人と「営業的」
公施設法人（e．p．　a　caract6re　industriel　et　commercial＝略EPIC）との
区分がなされる。前者は、一般行政分野にかかる広域行政組織（一部事務
組合など）、公的病院や福祉施設、教育施設などを典型とし、後者は、パリ
の公共交通を一元的に経営管理するパリ交通公団（R6gie　Autonome　des
Transports　Parisiens＝略RATP）などが代表例である。
　コミューン・レベルでは、地方公施設法人のうち、公的病院、低家賃社
会住宅（HLM）の運営管理主体、地域整備公社、観光振興公社、さらに上
下水道、公共旅客交通、葬儀、廃棄物処理、市場などの地方公役務を供給
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する事業主体などが広く存在している。
　（2）地方混合経済会社（SEML）
　「地方混合経済会社」（SEML＝soci6t6　d’6conomie　mixte　locale）は、
我が国で地方の「第3セクター」と呼ばれるもののうち商事会社たるもの
に相当する。1980年代の地方分権改革過程で「地方混合経済会社法」（1983
年7月7日法第83－597号＝Loi　relative　aux　soci6t6s　d’6conomie　mixte
locales）が制定され、この制度に関する基本ルールが設定された。それら
の法文は、後に法典化され、現在では「地方団体総合法典」（Code　g6n6ral
des　collectivit6s　territoriales＝略CGCT）中に第L1521－1条ほかの形で
組み込まれている。
　SEMLは商事会社であるから、定款が定められ、株主総会や取締役会に
よって管理され、監査役の監査を受ける。公会計を律する各種のルール自
体には拘束されないが、一方で公的企業ではあるため、公的立揚からのチ
ェックも受ける。それには、ア）地方議会による業務報告審査、イ）国の
地方長官による適法性審査、さらにウ）州会計監査院（地方団体の会計監
査を行う各州ごとの組織）による任意監査がある。
　SEMLは1901年7月1日の「結社契約法」（Loi　relative　au　contrat
d’association＝「1901年法」と通称）に基づく非営利社団（association
＝我が国でのNPOに類似）よりも、地方団体等との関係や財務内容につい
て明確なルールが設定されているという意味で、地方における公共サービ
スの継続的供給主体として適している場合が多い。また、地方団体直営や
公施設法人と較べると、設立・運営に柔軟性があるほか、公共一民間パー
トナーシップの形成、環境関連や情報通信など新分野への取り組み、地方
団体間協力の促進、既存の行政区域に拘束されない効率的事業展開などの
面で利点が発揮されやすい。
　2000年時点のデータでは、判明しているだけで合計1，255件のSEMLが
活動中とされるが、その業務内容に応じて、1）役務（営業的公役務）提
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供型、2）地域整備型、および3）不動産型というように3類型に分類さ
れたりする。このうち「役務提供型」SEMLは、上下水道、都市公共交
通、廃棄物処理、観光施設、会議場や展示場など、さまざまな分野で役務
の提供にあたるものがある。総体的には観光関係のものが多く、SEML全
体の約半分にもなっている。SEMLと地方行政との関わりを見ると、地方
公役務のコンセッション、地方団体からの委託管理でSEML側には経営
リスクの生じないものなど、ケースによって委託協定の形態と内容が異な
り、経営リスク負担ルール等には大きな差異が見られる。
2．主要な「委託管理」方式の定義と制度的枠組み
　公役務についての管理方式の全体像について、ある程度のイメージが出
来たところで、そのうち委託管理についての具体的な定義と制度的な枠組
みを見よう。
　2－1．地方公役務の管轄
　地方公役務についての地方団体の権限その他の制度的な枠組みは、事業
分野ごとの法令によって決められている。全貌を捉えることは非常に困難
で、行政法学の立場からの専門的な調査研究が必要である。以下では、本
稿で事例として取り上げる上下水道と都市公共交通の分野についてだけ、
ごく入口での情報を記述しておくに止める。
　（1）上下水道事業の管轄
　「水」にかかる公役務とは、一般に飲料水等の供給と下水処理の両方を
意味する。上水道に関して地方団体の権限を明記した法文は見当たらない。
「いかなる法令にも明文での義務付けはないが、コミューンは昔から、飲
料水の公共供給網の整備は自らの責務であると考えてきた。」4）下水道に関
しては、CGCT第L．2224－8条が「コミューンは、集合的下水処理システム
に関する費用、特に下水処理場及びそこで発生する汚泥除去に関する費用、
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並びに非集合的下水処理設備の検査の費用を、負担しなければならない。」
と規定している。
　（2）都市公共交通（とくに路面電車）事業の管轄
　都市部における公共旅客交通事業は、地下鉄、バス、トロリーバスなど、
さまざまな運送手段によって運営されているが、今日の我が国との関係で
筆者が注目するのは、各地の主要都市で、1980年代以降めざましく「復活」
してきた路面電車（tramway）であるので、本稿では路面電車を事例とし
て考察する。
　公共の旅客運送に関する権限は、“LOTI”法と通称される1982年12月30
日法第82－1153号「国内交通基本指針法」（Loi　d’Orientation　des
Transports　Int6rieurs）の第7条第II項に定められた企画組織当局
（Autorit6　Organisatrice．略AO）の管轄である。
　＊LOTI法　第7条II国、及びその付与された権限の範囲内で、地方
団体又はその広域組織は、定期的な公共旅客運送役務を企画組織する。役
務は、営業的公役務の形で公共団体により直営や独立公法人方式によって
実施されるか、或いはそのために当局と一定期間にわたる協定を締結した
企業体によって実施される。（以下略）
　2－2．委託管理の諸方式についての定義と法令等
　（1）公役務の委託
　現行法令上では、公役務の「委託」に関する定義はCGCT第L．1411－1条
（1993年1月29日法第93－122号〔制定時の所管大臣の名前から「サパン
法」＝loi　Sapinと通称〕の第38条がCGCTに組み込まれたもの）にある。
それによると「公役務の委託」（d616gation　de　service　public）とは、その
4）　Haut　Conseil　du　secteur　public，“Quelle　r6gulation　pour　1’eau　et　les　services
　urbains”，　la　Documentation　Frangaise，　d6cembre　1999，　p．16．
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役務に責任を持つ地方団体等の「公法人」（personne　morale　de　droit
public）と公共又は民間の受託者（d61るgataire　public　ou　priv6）との間の
協定により、前者が所管する公役務の管理を（全部又は一部）後者に委ね
るものである。受託者の受ける報酬（r6mun6ration）は、当該公役務の運
営管理によって達成される業績（r6sultats　de　1’exploitation　du　service）
に何らかの形で実体的に関連づけられる。また受託者は、当該公役務の遂
行に必要な施設設備を自ら建設整備したり、資産を取得することもある。
　こうした法律的な分野での定義は、従前からの判例に基づいて形成され
てきたものであり、実定法の中で規定されたのは、ごく近年になってから
である。もともとサパン法は、公役務の民間委託等に関わる手続きの透明
性を確保するルールは規定したが、制定された当初（1993年）は「委託」
の定義を示していなかった。2001年12月11日になって公布された法第
2001－1168号すなわち「経済財政関連改革緊急措置」（MURCEF＝Mesures
Urgentes　de　R6formes　a　Caract6re　Economique　et　Financier）法によっ
てサパン法の第38条が一部改正され、それによって初めて実定法の中に定
義が導入されたのであった。
　（2）委託管理方式の定義と法令
　一方、委託の具体的な方式を示す公役務の「事業特許」、「経営委託」、「業
務委託」などの諸類型に関しては、今日に至るもなお、実定法令の中での
明確な定義は存在しない。それらについては従前からの判例と、1975年12
月13日付けの内務省通達第75－634号が、委託方式の類型について定めてお
り、実際にも現場の指針となっていた。
　ところが、この内務省通達は、コミューンに対する国の「後見監督」
（tutelle）に関するものであったため、1980年代の地方分権改革による後見
監督制度廃止の結果、現在は失効している。国の後見監督が行われていた
間は、地方団体は、事業特許など特定の協定類型に対応した標準約款の内
容に準ずることが義務づけられていたが、その前提として、協定のモデル
92　ガバナンス研究　tlTo．　1（2004年）
が示されていたのである。従来の研究書や解説書などでは、この内務省通
達による定義を委託方式類型についての叙述のべ一スとしている。実際の
協定内容が多様化した今日でも、基本的なポイントを考察するには、そこ
での類型化が出発点になるので、以下の説明でも、基本的に同通達（以下
「1975年内務省通達」と略）を参照する。
　なお上水道に関しては、FNCCR（公役務を委託する側の地方団体等の全
国協会）5）によって作成される上水道事業にかかる委託協定締結のための
ガイドブックがあり、地方団体等は、これを利用することができる。
　2－3．コンセッション（事業特許）
　「コンセッション」（concession　：「事業特許」）方式6）は、地方の公役務
だけでなく、国家的事業でも、古くは南仏のミディ運河（16世紀に建造。
今日ではUNESCOの世界遺産に指定）やトゥールーズ運河（17世紀）、パ
リのエッフェル塔（19世紀）、そして近年では、1998年ワールドカップ・サ
ッカーの主舞台となった競技場などが、施設の建設整備と運営管理両面の
事業特許によっている。
　「コンセッション」については、ボルドーにおける1916年のガス事業事
案に際して政府側が行った定義が最も古典的な定義だと言われている。そ
れによると「個人あるいは企業体に、彼等の費用負担で、公共施設の整備
又は公役務の給付を委ねる協定である。補助金が出る場合も出ない場合も
含み、投資による利益の保証がある場合も無い場合も含む。受託者に公共
施設の管理や公役務の遂行を委託し、利用者（usagers）から料金（redevan－
ces＝「使用料」とも邦訳）を徴収する権利を与えて、これをその報酬とす
5）　F6d6ration　Nationale　des　Collectivit6s　Conc6dantes　et　R6gies
6）今日の我が国では、カタカナでの「コンセッション」は、天然資源の開発や公共事
　業にかかる国際的な（国家と外国企業等との）協約に用いられている。Cf．『新法律学
　辞典』、前掲、p．518．
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る。」7）
　その後、1975年内務省通達で、事業特許の「狭い意味」での定義が示さ
れるとともに、委託協定の認可手続きや事業ごとの標準約款を規定したデ
クレ（行政命令）の一覧表も添付されて（同通達ANNEXE　No．2）、適正
な委託がなされるように企図された。同通達によれば、「事業特許」を性格
付けるのは次の3つの条件である。
　ア）事業経営の開始にあたって、受託者が初期設備投資の資金と運営管
　　理に要する回転資金を用意すること、
　イ）契約期間の全体にわたって、受託者が、事業経営のリスクを自ら負
　　いながら、自らの費用負担で、役務の運営管理に必要な人員の配置、
　　施設設備の維持管理や更新、資機材の購入などを行うこと、
　ウ）受託者は、役務を給付することと引き換えに、利用者からの利用料
　　（料金）を自ら収受して利益を生み、自らへの報酬とすること（料金
　　は通常、金利や減価償却費を含めた諸費用を賄って純利益を生み出し
　　うる水準であること）。
　やや異なる言い方をすると、「事業特許」の場合、公役務を所管する地方
団体等（コミューンが構成する広域行政組織を含む。なおフランスでは、
一部事務組合等は「地方団体」の範疇に含まれず、「公施設法人」として性
格付けられるので、本稿では公役務を所管する地方行政当局を「地方団体
等」と表現する場合もある。）は、受託事業者に対し、
　ア）施設設備の建設整備、そのための財源調達、さらに運営管理を全般
　　的に委託する。
　イ）その結果生じる損益には、受託事業者が責任を負う。協定期間は、
　　受託者が実施した設備投資の減価償却を完了するのに必要十分な長さ
7）　CE（国務院判例）、30mars　1916，　Com　a　nie　G6nerale　d’Eclaira　e　de　Bordeaux
p．125．
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　　とし、受託者が施設設備に行った投資や運営管理のために投じた諸経
　　費を回収しうるようにする。
　ウ）受託者は、公役務の利用者に対し、運営管理上の責任を持つ。
　エ）事業特許に基づいて受託者が建設した施設設備は、協定期間満了時
　　に、無償で委託者たる地方団体等の側に引き渡される。
　1980年代の地方分権改革で国の地方団体等に対する後見監督が廃止され
て以降は、地方公役務にかかる「事業特許」協定の内容については、委託
者たる地方団体等と受託者たる相手方企業体との間で比較的自由に交渉さ
れ締結されてきた。その後1993年になってから、立法（サパン法）によっ
て、一定の公開性と競争原理の導入が進められたのである。
　なお“concession”には、さまざまな邦訳を考え得るが、本稿では、上記
したとおり、行政法学の分野で用いられてきた「公企業の特許」や「特許
企業」という概念を参考にして、「事業特許」という訳語を用いている。例
えば古く美濃部達吉が『日本行政法』（昭和15年）の中で定義を示したが、
そこでは「公企業」の中に、国や地方団体の直営の場合に加えて、「国家の
授権に基き私の企業者の経営する…事業」を明示的に含めている8＞。
　2－4．アフェルマージュ（経営委託）
　1975年内務省通達では、「アフェルマージュ」（affermage＝本稿では「経
営委託」と邦訳）も「広い意味」では「コンセッション」の一類型だとし
ている。「経営委託」においては、地方団体等は、民間企業等に、公役務に
かかる既存の施設設備の運営管理を委託する。受託企業等が用意すべきは
回転資金のみである。施設設備の維持管理費用は受託側の負担。損益上の
帰結も受託側がすべて自ら責任を負う。受託企業等は利用者から直接に料
8）　今村成和「公企業及び公企業の特許」、田中二郎ほか編『行政法講座　第6巻：行政
　作用』（昭和41年・有斐閣）、p．164．
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金を徴収して、自らの報酬を生み出す。委託地方団体等は、設備投資の主
体という立場を維持し、設備投資に由来する毎年の元利償還金を負担する。
その財源を生むため、委託協定の定めるところによって、受託者が料金に
「付加金」（surtaxe）を上乗せし、その収入を委託者の勘定に繰り入れ
る。場合によっては、委託協定で、受託者から委託者に対し、定額での施
設設備利用料（redevance）の支払いを定めることも可能である。
　2－5．レジー・アンテレッセ（業績関連報酬付き業務委託）
　「レジー・アンテレッセ」（r6gie　int6ress6e）を邦語に的確かつ簡潔に翻
訳することは難しい。この方式に関しても、実定法や判例による明確な定
義はない。1975年内務省通達では、広い意味でのコンセッションと単純直
営との中間にある形態としている。仏語の動詞int6resserは「利益にあつ
からせる」、名詞int6ressementは「利益分配」を意味するので、本稿では
「業績関連報酬付き業務委託」としておく。「業績関連報酬」という部分で
「利益分配」の意味合いを持たせようという企図による。実際の委託協定
で報酬額と関連づけられるのは、狭義の「利益」に限らず、売上高であっ
たり、業務遂行の効率性や役務利用者の満足度だったりするから、それら
を幅広く捉える「業績」を用いておく。
　この方式では、地方団体等が自ら設備投資を行ったうえで、施設設備の
維持管理を含む公役務の運営管理業務を民間企業等に委ねる。受託者
（r6gisseur　int6ress6）は、利用者からの料金収入等を委託者の勘定に繰り
入れる。そのうえで、委託者から受託者に業務委託報酬（prime）が支払わ
れるが、その報酬額は、協定での約定如何によって、売上高の一定割合、
生産性、あるいは純利益の一部など、「業績」に関連する指標に応じて変動
するように定められる。場合によっては、受託者が事業損失の一部を負担
する。利益配分の享受および損失の負担には一定の限度が設定される。
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　そのほかに単純な業務委託の方式たる「管理人方式」（g6rance）がある
が、これは経営責任を全面的に委託地方団体等の側が負い、受託者への報
酬は業績とは関連づけられないものであるので、本稿で格別に論ずべき点
はない。
　2－6．英国と同様の民間活力活用方式
　以上に見た事業特許、経営委託、業績関連報酬付き業務委託、そして改
めては議論しなかった単純な業務委託が、従来長きにわたってフランスで
活用されてきた公役務に係る公共施設設備の建設整備や運営管理を民間企
業等に委ねる方式である。近年になって、官民パートナーシップ（PPP）
やPFIなど、英国と同じ名称で呼ばれるタイプの委託（とくに財源確保）
の方式も、新しく登場し始めてはいる。
　フランスでもPPPを採用するための法的な枠組みもできた。関係する
立法としては、例えば2003年7月2日法第2003－591号がある。公共施設の
設計、建設、改造、管理運営、財源確保の全てまたは一部を対象とする協
定に関し、政府は政令によって新しい協定の形態を創設できるが、本法に
より、政府がその条件を簡素化しうることとなった。
　パートナーシップ契約について、金融機関などで検討されたパイロッ
ト・プロジェクトが対象とする公共投資の分野は多岐にわたっており、市
街地の路面電車の建設整備なども含まれている。ただし、こうした英国と
同様の諸方式自体については、我が国でも多くの調査研究がなされ、情報
も集積しているので、本稿では取り立てて話題にはしない。
3．「営業的地方公役務」の経営管理方式の実態
　「営業的地方公役務」の各種経営管理方式が、実際にどのように採用さ
れているのか、我が国で地方公営企業の代表的な分野である上下水道と都
市公共交通（とくに路面電車）について、フランスでの実態を観察しよう。
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　現状では、判例や通達による定義にそのまま該当する内容の事業特許や
経営委託は、むしろ稀であるとも言われている。地方分権改革によってコ
ミューンへの国の後見監督が廃止される以前は、地方団体等が事業特許な
ど委託管理の協定を受託者と取り結ぶ場合には、内務省が示した標準約款
明細書9）に準ずることが必要だったので、協定した方式の類型を特定する
ことが一応可能であった。しかし、国民議会（Assembl6e　Nationale＝国
会下院）に提出された「上水道の財源と管理」に関する調査報告書第3081
号（2001年）等によると、近年では、委託者たる地方側が受託者たる民間
側の提示する協定案をそのまま受け入れる場合や、地域的な事情を勘案し
た内容を盛り込む場合も多くなり、従前からの標準的な型とは相違した方
式（「混合型」とも表現される）が多くなっている1°）。
　結局、上下水道の分野では、純粋に定義通りの事業特許や経営委託協定
は、現在ではほとんど無いともいう。また我々が調査に赴き、関係者に「典
型的な事例」の紹介を求めても、個性的であることを誇りとするフランス
でもあって、まず無駄な試みとなる。このため委託による公役務供給方式
の全体像を概括的に述べることには過度の単純化の危険があるが、以下で
は、公表されたデータを引証できる範囲での観察をしておこう。
3－1．上下水道事業での現状
上下水道における現状について、国民議会に提出された2003年調査結果
9）例えば上下水道については、Mod61es　de　contrats　obligatoires－61abor6s　par　les
　ministeres　et　apprQuv6s　par　d6cret（Distribution　d’eau：d6cret　du　6／7／1951　et　du
　17／03／1980〔affermage〕；d6cret　du　13／8／1947〔concession〕；Assainissement　de
　l’eau：d6cret　du　16／10／1981）．
10）Assemble・N・tiQn・1・，“L・fi・・ncem・nt・t　1・g・・ti・n　d・1，ea。・，，apP。，t　d，i。f。r－
　mation　n°3081（2001），　pr6sent6　par　M．　Yves　Tavernier，　d6put6，　p．19．及びCour　des
　Comptes，“La　gestiQn　des　services　publics　locaux　d’eau　et　d’assainissement”，
　RapPort　public，　janvier　1997，　P．91．
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〔表一1〕フランスの上下水道事業における管理方式の現状
○上水道（2003年）
経営管理方式 関係コミューンの割合 関係人口の割合
直営管理 48％ 20％
委託管理
@その内訳　経営委託
@　　　　　事業特許、業務委託ほか
52％
@ウチ　88％
@　　　12％
80％
○集合的下水処理（2003年）
経営管理方式 関係コミューンの割合 関係人口の割合
直営管理 62％ 47％
委託管理
@その内訳　経営委託
@　　　　　事業特許、業務委託ほか
38％
@ウチ　85％
@　　　15％
53％
出典：Assemb16e　Nationale，　rapport　d’information　n°1170（2003），M．　Jean
　　　Launay，　d6put6，　p．20．
を示すのが、〔表一1〕である。
　上下水道の分野では、概括的に分類した場合でも、事業特許方式は、経
営委託方式に比べて非常に少なくなってきていることが、この調査結果で
も見いだせる。現在では、上水、下水とも、委託管理のうちの9割弱が経
営委託方式である。個々の事業では「典型」に合致しない場合も多いはず
であり、こうした類型ごとの事業数のデータを、「典型」の場合に言えるこ
とと直ちに結びつけるのは危険ではあるが、ごく概括的に言えば、「経営委
託」方式が大勢を占めている結果、現在の設備投資の大部分は委託者たる
地方団体側が行っていることになる。これは地方団体等自身が、国や県、
さらに飲料水導水全国基金（FNDAE）などからの公的な財政支援を活用し
て財源を確保できるので、施設設備建設の段階から受託事業者に委ねて民
間資金調達によって設備投資を行う必要が減少しているためとも言われて
いるll）。
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〔表一2〕上下水道市場の寡占状態（2000年）
企業名 グループ名 給水件矧ы 主要な委託地方団体類型
G6n6rale　des　eauxVEOLIAdnvironnement51％ 大都市とくにhle－de－France州内
Lyonnaise　des　eauxSUEZ 24％ 農村部のコミューン
ﾆ若干の主要都市
SAUR BOUYGUES13％ 農村部のコミューン
ﾆ中小都市
大企業の系列子会社 G6n6rale＋Lyonnaise
kyonnaise＋SAUR
10％ 大都市
s市圏
独立企業
i十数社） 2％ 農村部のコミューンﾆ小都市
出典：Conseil　de　la　concurrence，　avis　n°00－A．12　du　31　mai　2000．
　また〔表一2〕に見るとおり、民間に委託された上下水道の市場は、大
手企業3社の寡占状態になっている。とくにパリを始めとする大都市部で
は、世界的に有名な水会社であるジュネラルとリヨネの2社が、系列子会
社を含めて見れば寡占している。なお、上・下水道を受託している第3セ
クター（SEML）は合計18企業体であるが12》、その半数近くは上水・下水の
両方を受託している。そのうち3分の2は、都市部において1万件以上の
給水件数を抱えているが、いずれにしても大規模なものではない。
　3－2．都市公共交通（路面電車）事業での現状
　フランスの都市部における公共旅客交通事業は、地下鉄、バス、トロリ
ーバスなど、さまざまな運送手段によって運営されているが、今日の我が
国との関係で筆者が注目するのは、各地の主要都市で、1980年代以降めざ
11）Assembl6e　Nationale，　Rapport　d’information　n°3081（2001），op．cit．（注10），p．21．
12）FNSEM（Fed6ration　Nationale　des　Soci6t6s　d’Economie　Mixte）調べ（2002年
　11月）
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ましく復活してきた路面電車（tramway）なので、ここでは路面電車事業
を事例として考察する。
　公共旅客交通の役務を委託管理によって供給する場合、管轄する地方団
体等と一定期間にわたる協定を締結した企業体が実際のサービスの運営管
理にあたる。委託協定は、事業の内容一般、運営管理方法と財源調達に関
する条件を定める。協定は、市民が交通に関する権利を効果的に行使する
ことを支援し、公共旅客交通を促進するため、各当事者がそれぞれ行う事
項を定める。
　路面電車に関しては、直近には、カーン（事業新設）やストラスブール
（路線新設）で、専用軌道式公共旅客運送事業（TCSP＝transports
collectifs　en　site　propre）の建設整備工事が実施されたが、これらでは事
業特許方式を採用している。一方、グルノーブルとトゥールーズは、近年
になってから特許事業を「買い戻し」している。一般的には、事業特許に
よる委託の事例は少なく、都市部の公共旅客交通事業は「業績関連報酬付
き業務委託」方式で、第3セクター（SEML）などの企業体によって運営
管理されている。
　事例は少ないが注目される「事業特許」で委託する理由を公共交通の分
野で考えると、
　ア）事業の構想、具体化、資金調達、さらにリスク負担を民間側に委ね
　　られること、
　イ）行政すなわち企画組織当局（AO）に技術的手段や専門能力が欠如し
　　ていること、
　ウ）民間による運営管理の柔軟性や、路線網を将来に運営管理する際に
　　必要となる様々な条件と整合性のある施設整備が期待できること
などを挙げることができる。
　トゥールーズでは特許事業が買い戻しされたが、公共交通役務に責任を
負うべき地方側二企画組織当局（AO）たる広域行政組織が、公共旅客交通
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のサービス状況を管理統制できない状態になってしまっていたのが原因だ
という。交通関係者によると、その理由は、事業を委託された企業体の出
資者の大部分が民間資本だったことによる。一方、ストラスブールでは特
許事業はよく機能している。受託者はSEML（下記）で、その出資の78％
が公共機関によるものである13）。
　カーンでは、市当局を含んで構成される混成事務組合（syndicat　mixte）
が路面電車の施設建設と運営管理を事業特許によって民間企業体に委託。
ストラスブールではAOたる広域行政組織（ストラスブール大都市共同
体＝Communaut6　Urbaine　de　Strasbourg＝略CUS）が委託者となり、特
許によって、建設と営業を、公共部門が78％を出資する第三セクター（CUS
が52％、バ・ラン県が26％を出資したSEML）に委託。特許事業買い戻し
以前のトゥールーズでは、カーンと同様に、受託者が民問資本（出資比率
は、預金供託公庫が25％、クレディ・ローカル・ド・フランス銀行21％、
Transcet社5％、　Semvat社25％、　Matra社19％、その他の金融機関5％
で、合計100％）であった。
4．委託管理協定の内容
　4－1．委託の相手方の選定
　CGCT第L1411－1条ないし同一7条の規定するところにより、地方団体
等の議事機関（assemb16e　d61ib6rante＝コミューンや広域組織の議会）が
受託者を選定する。選定手続きは、「サパン法」がCGCT法典化により組み
込まれた上記条文に従う。すなわち、
　ア）複数の応札を得て競争させるための公告手続き、
　イ）候補者の資金的・専門的能力、さらには役務の継続的給付や利用者
13）　CERTU（Centre　d’Etudes　sur　les　R6seaux　de　Transport　et　l’Urbanisme），
　“Mattrise　d’ouvrage　et　financement　des　TCSP”，　octobre　1999，　p．19．
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　　の公平な取り扱いの保障を審査、
　ウ）供給すべき役務の内容、料金決定の条件を各候補者に通知、
　エ）開札後における自由な交渉と、議事機関による受託者の決定
という手順になる。
　最終段階にある「自由な交渉」とは、長期に及ぶ役務提供を内容とする
公役務の入札の場合は、最低価格での入札者に当然に落札させるわけでは
なく、その他の諸要因を考慮しつつ具体的に協定する内容のツメを進めて、
受託先を選定する余地を認めたものである。
　4－2．行財政的な統制の枠組み
　（1）公役務に関する会計ルール
　公会計に関するルール群の一つたる「通達M49」（instruction　comptable
M49）は、地方団体等の上下水道など公役務についての会計規則（減価償
却、引当金など）を規定している。フランスの地方団体に適用される公会
計ルールは、一般行政についても企業会計原則を参考にしたものとなって
いるので、公役務に関する会計処理は、民間企業等への委託管理の場合に
限らず、地方団体直営の場合でも企業会計原則に準じたルールに従う。
　（2）事業に関する年次報告
　上下水道事業の場合、委託した公役務の運営管理状況については、受託
者から委託地方団体等へ、また委託地方団体等の首長により、それぞれ年
次報告が作成される。
①首長からの報告書　　首長による報告書の内容については、例えば上下
水道公役務の料金と質に関する1995年5月6日付けデクレ第95－635号に定
められている。この報告書は、上下水道の実態について利用者に情報を提
供することが目的であり、その中には財務の状況、役務の質、供給してい
る上水の品質に関する情報を含むことが必要とされている。
②受託者からの報告書　　受託者からの報告書については、CGCTの第L
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1411－3条に規定されている。受託者は毎年6月1日以前に、委託した地方
団体等に対し、報告書を提出しなければならない。この報告書は、委託さ
れた公役務の遂行に関連する全ての業務内容をカバーした収支計算書と、
役務の質の分析を含む。報告書には、委託地方団体等が役務の実施状況を
評価しうるような付属書類を伴うべきものとされる。また、受託者からの
報告書は、すみやかに当該委託地方団体等の議事機関に提出され、審査を
受けるべきことともなっている。
　4－3．協定に盛り込むべき事項
　例えば交通事業の場合には、LOTI法で、以下のような項目を協定に盛り
込むべきことが規定されている。すなわち協定の期間、役務の内容（路線、
停留所の配置、役務の規模、利用される車両）、役務の運営条件（時刻表ま
たは運行頻度）、旅客運賃、費用負担すなわち受託事業者への報酬と設備投
資のための資金調達、都市交通企画組織当局（Autorit6　Organisatrice　du
Transport　Urbain＝略AOTU）により措置（投入または保証）される資金
の使用を監督する方法、企画組織当局と受託事業者それぞれの義務、通常
の期限切れ前に協定を中断する条件、期限切れ前の協定破棄をもたらしう
る事由など。
　失効した1975年内務省通達に関連しては、国務院の承認を経たデクレに
より各種の標準約款明細書（cahier　des　charges　type）が存在し、その中
で協約項目が細部にわたって網羅的に示されていた。例えば上水道事業を
「経営委託」する場合には、1980年3月17日付けのデクレが（改定後の新
しい）明細書を示し、その中で「経営委託」の定義、協定期間、受託者の
義務、対象役務の範囲、公道の占用、役務の供給と地方団体等による監督、
人員、施設設備の整備とその更新・拡張、料金・付加金・施設占用料、料
金改定のルール、保証金、期間の満了と資産の引き渡し、給水の条件、財
務関係ルール、事業報告など、全般にわたって詳細に規定するようにされ
104　ガバナンス研究　No．　1（2004年）
ていた。
　その後、後見監督の廃止に伴い、協定の内容は法令の規定による規制を
受けるだけとなり、当事者間の交渉の余地が拡大しているが、実際には、
こうした従前のノウハウが利用されて、地方団体等の全国的な連携組織や
地方自治関係出版社が「事例集」を作成するなどして、委託側関係者の参
考に供している。
　4－4．協定期間
　CGCT第L1411－2条（1995年2月2日法律第95－101号第75条により改正
された1993年1月29日法律〔サパン法〕が法典内に組み込まれたもの）に
よれば、「公役務の委託協定は期限付きでなければならない。〔中略〕飲料
水、下水処理、家庭用ゴミその他廃棄物処理の分野では、役務を委託する
団体の申請に基づいて、所轄の国の出先機関が期間超過に正当な理由があ
るかを事前に検討した場合を除き、協定期間は20年を超えることはできな
い。」また「委託の期間は、受託者に求められる役務に応じ、地方団体が定
める」が、「実施すべき設備投資の性質と金額が考慮に入れられ、供用され
る施設設備の通常の減価償却期間を超えることはできない。」
　暗黙のうちでの協定の延長は禁止される。協定の延長は、ア）一般公益
（int6r6t　g6n6ral）に合致する場合（最大で1年）、または、イ）受託者
が、公役務の良好な遂行のため、あるいは役務の対象地域拡大のために、
当局の求めに応じて、明らかに過度な価格の上昇は伴わないが契約の全体
的骨格を変更するような施設設備に関する投資（初期の協定時には予見さ
れなかったもの）を行わざるをえない場合にのみ認められ得る。
　4－5．委託者と受託者間の任務分担
　委託にかかる委託側・受託側双方の権利・義務の分担は、法令に定める
原則に従い、主に協定書に記載される。実際の任務分担は、個別の協定ご
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〔表一3〕各当事者の業務分担（経営委託方式での例）
項　目
任　務
運営管理 維持管理 更新投資 建設投資
水の品質（水質基準の遵守、公
O衛生）
受託者
役務の質（役務の継続性、料金請求、情報提供など） 受託者 受託者
基本的施設設備 土木工学 受託者 受託者 施工主 施工主
導送水 施工主
電気一機械 受託者
配水管 施工主
量水器 受託者
出典：BIPE（Bureau　d’information　et　des　pr6visions　6conomiques）調査
　　　（2000年）の結果
（注）事業特許の場合を除き、地方団体等自身が施工主／施設設備所有者であ
　　　る。事業特許では、特許の対象となった施設設備に関し、受託者が施工
　　　主／所有者となる。なお、水道施設についての訳語は、邦語での通常の
　　表現と的確に対応させるのが困難なことに注意されたい。
とに差異があるが、「経営委託」方式の場合の一般的な姿とされるものを
〔表一3〕として示しておこう。
　4－6．費用分担のルールと料金
　（1）費用負担のルール
　営業的な公役務については独立採算が原則であり、公役務に要する費用
は、その役務の利用者が負担するというルールが、CGCT第L．2224－1条か
ら同一3条で定められている。実定法の規定上では、このルールは、コミュ
ーンが営業的な性格を持つ公役務にかかる費用を一般予算で負担すること
を禁じるという形で表現されている。法律で規定する特例の場合を除き、
営業的公役務にかかる費用は、その利用者が地方団体等の議会により議決
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された「料金」を通じて負担することを意味する。
①上下水道の場合　　下水道については、CGCTの中に原則が規定されて
いる。同法第L．2224－11条によると、「公共下水道事業は、営業的な公役務
として運営管理される。」従って、収益と費用を均衡させなければならず、
原則として、租税収入により経費負担することは禁じられている。
　上水道については、会計監査院が、バスティア広域行政区（オート・コ
ルス県内。コミューンが構成する広域行政組織〔旧制度〕）において、毎
年、上下水道特別会計の経常勘定に一般予算から補助金を繰り入れて水道
料金を低く抑えていたという事例を問題としている。直営方式の場合は、
水道料金を誰が（水道利用者か納税者か）負担するのかを明確にするため
に、特別会計を設置して経理を分別することがとくに重要だとされる14）。
　営業的公役務にかかる経費を一般予算で負担することを禁止するルール
（CGCT第L2224－1および同一2条）は、小規模コミューンには適用されな
い。人口3，000人未満を対象とする上下水道の事業主体である地方団体に
は、一般予算からの補助金により収支を均衡させることが認められている。
因みに、人口3，000人未満のコミューンの数は約3万3千団体、人口3，000
人以上は約3千団体である。すなわち団体数で見れば、一般予算による補
助無しに収支均衡させるという独立採算の原則が適用されるコミューンの
数は全体の1割以下（関係人口は大きい）にしかならない。ただ、実際に
一般予算からの補助を受けているのは、〔表一4〕に見るとおり、ざほど大
きな割合を占めてはいないというデータもある。
②都市公共交通の場合（独立採算と「公共交通税」）　　都市公共交通事業
の場合は、LOTI法の中でも、「企画組織当局（AO）の定めた定期的旅客運
送サービスに要する経費は、旅客（利用者）、場合によっては公共団体が、
14）　Cour　des　Comptes，“La　gestion　des　services　publics　d’eau　et　d’assainissement”，
　rapport　au　Pr6sident　de　la　R6publique，　d6cembre　2003，　p．53．
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〔表一4〕上下水道事業への一般予算補助の状況
区　分 上水供給 下水処理
コミューン人口 投資 経常 投資 経常
3千人未満 14％ 16％ 27％ 28％
3千人以上 12％ 9％ 18％ 18％
出典：ECOLOC2002
（注）上下水道の分野について、その経費支出の一部に対し一般予
　　算からの補助が行われている地方団体の割合を示している。
　　　（BIPE調査への回答に基づく）
負担するものとする。それに加え、特別な法的措置の枠内で、利用者では
なくとも、直接・間接の利益を受ける他の公共部門または民間の受益者に
より負担される」と、費用負担のルールが規定されている（第7条第III
項）。
　それを具体化する地方特定財源として「公共交通税」（VT＝versement
destin6　aux　transports　en　commun）がある。事業による受益に着目して
負担を求めるものであり、関係地域内の企業等（一定数以上の従業員を雇
用する事業者等）から、従業員への支払い給与総額に応じて、AOたるコミ
ューンや広域行政組織が賦課徴収できる（フランスでは、広域行政組織で
も直接に課税できるタイプのものがある）。
　なお、地方団体等と受託企業の間の協定に基づいて、公的資金が投入さ
れたり、地方団体等が財務上の保証を与える場合は、投入または保証され
た資金の使用を当該地方団体等が監督する条項を設けることとし、これが
無い場合には協定は無効となる。
　（2）料　金
①料金決定のルール　　上水道の場合、料金は、給水量に応じて定める部
分を含むべきほか、固定費や給配水条件を勘案して定める部分を含むこと
が出来るというルールが、水に関する1992年1月3日法第92－3号（第13条
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第II項）に規定されている。また、　CGCT第L1411－2条は、料金は協定書
中で取り決めるべきこととしている。すなわち料金は、委託協定により具
体的に定められるが、料金にかかる基本的な事項は、管理方式如何に拘わ
らず、地方団体等の議事機関の議決対象となる。また協定では、料金の動
向を決定すべき諸要因や各種指数が、どのように料金決定に影響するかが
明確にされなければならない。具体的な内容は、当初協定の時点で、当初
見積りによる経営収支計算と経済情勢の変化を反映するための価格修正計
算方式に基づいて定められる。
②上下水道の料金　　上下水道料金（prix　de　l’eau）には、受託者が使用
者から徴収する使用料（redevance）と地方団体が賦課する付加金（surtaxe）
を含む。各地方団体等における毎年度の議決は、建設投資関係経費の財源
を賄うために賦課徴収される付加金のみが対象となる。経営委託方式の場
合、料金のうち受託者による運営管理に要する経費に対応する部分は、地
方団体と受託者との間に交わされた協定での取り決めに従い徴収される。
　データで見ると、上下水道料金の総額は、2001年に670億フラン（＝103
億ユーロに相当）程度と推定され、そのうち、地方団体がその費用負担へ
の見返りとして、約310億フランを徴収。これは総額の46％に相当する。受
託事業者は約230億フランを徴収。これは35％に相当。その他には、国の出
先たる水資源局（agence　de　l’eau）や各種租税等がそれぞれ相当額を徴収
している。料金の水準等は、地域により地方団体等によって、大きく異な
る。競争・消費・不正行為取締総局（GDCCRF）によると、2001年時点
で、直営などの事業体が供給する水の平均料金は、受託事業者が供給する
料金よりも13％安かった。1992年には22％の格差があったことに鑑みれば、
料金格差は縮まりつつあるという15）。ただし、こうした単純な比較は、事業
の規模、都市部と農村部など、事業の前提条件を考慮しない、しかも単純
15）Assemb16e　Nationale，（2001），op．cit．（注10），p．143．及びp．21．
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平均での比較では、有害無益にな．りかねない。それに、受託管理による場
合の水道料金が相対的に高くなっている原因は、受託管理の場合、直営な
ら負担しない費用すなわち租税や公物占用料などを負担するうえ、直営方
式では管理的経費の一部が地方団体等の一般予算で負担されているためで
あるとも推測される。
③都市公共交通の料金　　都市公共交通事業の場合、料金に関する基本ル
ールは、権限ある当局（AO＝当該地方団体等）の議事機関の議決により、
経済的社会的観点から、該当する交通システムの最善の活用が可能となる
ように定められる。価格に関する国家諸当局の一般的権限による制約の対
象とならない限りにおいて、AOが料金を決定もしくは認可する。
　4－7．リスク分担
　役務の提供すなわち事業の運営管理段階における通常のリスクは受託者
が負うが、不可抗力や天災地変などについては、協定や明細書の中で、施
設設備の建設整備の場合と運営管理の場合とに区分して、リスクの原因と
なる事象ごとに委託一受託両者間（さらには下請けや銀行を含む場合もあ
る）でのリスク分担ルールが細かく具体的に協定されているのが通常とさ
れる。なお、当事者間で約定されていない場合には、「不予見の理論」16）によ
って、リスクを両当事者間に配分するというルールも判例で生まれている。
　例えば、最近の都市公共交通事業での事例を一覧にした〔表一5〕で見
ると、カーンでは、受託者がリスクの全てを負担。トゥールーズ（特許事
業を買い戻す以前）とストラスブールでは、受託者は施設設備工事に際す
る管理的・技術的リスクと投資や運営管理にかかる財務的リスクを負担し、
委託側地方団体等は料金、金利の推移などに伴うリスクを負担している。
16）　J．リヴェロ（兼子ほか訳）『フランス行政法』（1982・東大出版会）pp．137～141．参照。
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〔表一5〕都市公共交通事業の委託協定におけるリスク分担
都市 協定類型 リスク分担のルール 期間
カーン 公役務の特殊性
?l慮した固定
z財政支援協定
・料金設定：100％受託者。ただし、平均
^行速度により営業補助金を上下。・サービス内容：当局の希望で変更する
鼾№ﾍ当局負担。路線再編はなし。
30年
ストラス
uール
公役務の特殊性
?l慮した固定
z財政支援協定
受託者は、サービス量（km）、請負費用
i固定総額）、乗客数に関して、責任を持
ﾂ。
30年
トゥー
求[ズ
i買い戻
ｵ以前）
公役務の特殊性
?l慮した固定
z財政支援協定
・収入目標（受託者による売上の下限目
W）付き契約。・受託者は自らの責任で、売上目標を一
闍煌z（プラス・マイナス）の範囲内
ﾅ守る。この範囲を越える場合には、
ﾖ係者間で取るべき措置を決定する。・サービス内容を、受託者は＋－1％の間
ﾅ、当局（AO）は＋－0．8％の間で変
Xできる。
Eインフレを考慮して、料金を変更しう
@る。
E不正乗車と乗客満足度に応じ報酬／ペ
iルティあり。
5年
出典：CERTU，　Conventions　d’exploitation　dans　les　transports　publics　ur－
　　bains，1999，　p．34．
5．事業経営収支と費用負担区分の状況
　5－1．上下水道の事業規模
　フランス国内全体での上下水道の事業規模を経費面から見たのが〔表一
6〕である。上下水道全体で、投資・経常両部門の経費を総計すると、事
業規模は総計158億ユーロとなっている。そのうち上水道が89億ユーロで
56％、下水処理が69億ユーロで44％という区分になる。
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〔表一6〕上下水道事業の規模（経費総額）（1998年）
区分 十億ユーロ 割合（％）
上水道
投資経費
o常経費
壁　　　2．0
@　　6．9
@ウチ　直接管理　　1．7
@　　　委託管理　　5．2
堕　　　22
@　　78
下水処理
投資経費
o常経費
鎚　　　2．3
@　　4．6
@ウチ　直接管理　　2．1
@　　　委託管理　　2．5
坐　　　34
@　　66
総計 15．8『 塑
出典：BIPE，　Ministere　de　1’am6nagement　du　territoire　et　de
　　　l’environnement，及びIFEN（lnstitut　frangais　de　1’environ－
　　nement）による共同調査結果
（注）1998年データを法定換算率によりフランからユーロに換算し
　　　てある。
　5－2．都市公共交通の事業規模
　都市公共交通については〔表一7〕のデータがある。パリ都市圏を除い
た地方圏での各種手段を包括した交通網全体での投資・経常を合わせた総
経費についての情報であるが、内訳で見ると経常経費が6割強（63％）、投
資経費が4割弱（37％）になっている。
　5－3．運営管理経費（経常的経費）とマージン
　上記〔表一6〕の1998年データで、上・下水道を合計した場合は、運営
管理経費は年間総計115億ユーロとなる。そのうち直接管理方式が38億ユー
ロで33％、委託管理方式は77億ユーロで67％である。また2003年12月の会
計監査院報告によると、2000年の上下水道事業の運営管理経費は約117億ユ
ーロにのぼっている17）。
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〔表一7〕地方都市における都市公共交通網全体にかかる総経費の内訳
　（1997年：路面電車、バス、地下鉄などを総計）
区　分 内　　　訳 年間総額（百万ユーロ） 割合
経常経費 業務運営経費 2，108 56％
利払い費 262 7％
投資経費 調査、資産取得、建設整備工事ほか 1，077 29％
元金償還費 323 8％
総　　　　計 3，769100％
出典：CERTU，“Ma↑trise　d’ouvrage　et　financement　des　TCSP”，　octobre
　　1999．（脚注13に同じ）
（注）1997年当時のフランを法定換算率でユーロに換算してある。
　同じ会計監査院報告によると、受託事業の総売上高に対しマージンがど
れくらいの割合を占めるかは、経理上の複雑な処理が必要で、なかなかデ
ータがわからない。ある州会計監査院の推計では、現実のマージン率は、
受託者からの報告書に記載されている数字よりも50％から100％も大きい
という。例えばパリでは、受託企業が当局に提出した報告書ではマージン
率は5．1％となっていたが、実際は12．3％にもなっているとも推計されてい
る。
　5－4．投資的経費とその財源
　経営委託（アフェルマージュ）方式の場合における設備投資資金は、委
託側の地方団体等が負担する。事業特許（コンセッション）方式で、受託
者たる企業体自身が投資する場合には、自己資金あるいは借入金が財源と
なる。
　（1）上下水道事業における公的財源調達
17）Cour　des　cQmptes，　op．cit．（注14），d6cembre　2003，　pユ3．
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　上下水道事業の場合、上記〔表一6〕でのデータで見ると、年間投資経
費は合計43億ユーロになっている。投資の大部分は、地方団体等による起
債を含めた公的な財源による。設備投資の一部には、小規模の飲料水供給
施設工事への国庫補助やPMU（競馬）からの交付金等を資金源とする
FNDAE（水資源開発全国基金）による農村部の飲料水・下水処理施設への
助成など、公的な資金が利用できる。制度としては、欧州連合（仏略UE。
英略EU）、国、水資源局、州（r6gion）などからの補助制度がある。
　②　都市公共交通事業における初期設備投資にかかる財源
　都市公共交通事業の場合は、LOTI法の第15条にルールが定められてお
り、権限ある当局（AO）、受託事業者、あるいは施工代行者は、新たなイ
ンフラの建設整備または既存インフラの改修に必要な財源を確保する義務
を負う。地方団体等は、委託協定の一環として、設備投資のための拠出金
および定額の運営管理拠出金を支払う。AOたる地方団体等のほとんどは、
設備投資についての複数年度にわたる計画を立てる。例えばカーンとトゥ
ールーズでは、施設設備の新規投資により発生する赤字までも考慮に入れ
て、複数年度計画を作成している。
　投資財源としては、FEDER（欧州地域開発基金）の枠内での欧州連合か
らの補助金、最大35％の国庫補助金（2001年7月10日の通達第2001－51
号）、州補助金（その割合はカーンとストラスブールで2～3％程度）、ス
トラスブールのケースのような県（d6partement）による特定補助金（4％）
などもありうる（［表一8］参照）。
　しかし、〔表一8〕に見るとおり、当局（AO）たる地方団体等が財源の
主要な部分を提供しており、起債を含めれば7～8割を超す場合も少なく
ない。（ただし同表中の「借入金」や「受託者の資金調達」は、当局側、受
託者側いずれの最終負担で償還するのかが明らかではない。）当局は自己財
源と起債の両方を活用する。当局の自己財源は複数あるが、最も比重が高
いのは、広域行政組織たるAOを構成する地方団体からの拠出金と、関係
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〔表一8〕都市公共交通事業における新規投資資金の区分
助　成　金
区　分 事業内容
当局（AO＞
ｩ己財源 借入金
受託者の
窓熬ｲ達 合計
?
州
?
カーン TVR
V設
35％ 一 40％ 25％ 22．5％2．5％ 一
ストラスブール 路面電車
P路線
16％ 57％ 3．5％ 23．5％17．5％2．0％ 4．0％
トゥールーズ VAL
P路線
12％ 71％ 無回答 17％ 17．0％ 一 一
出，典：［表一7］に同じ
地域の企業から徴収する公共交通税（VT）である。
　一方、事業特許による受託者が設備投資をする場合は、受託者の負債償
還年限と委託協定期間の長さは相互に関連する。ストラスブールでは受託
者が起債しており、1997年において、年間の負債償還金額は営業純収入の
約18％相当（全国平均は約22％）であった。
　5－5．都市公共交通事業における費用負担区分
　〔表一9〕は、上記〔表一7〕で見た総経費額を資金負担した源泉別に
分析した結果を示したものである。この表にも、投資の財源として「借入
金」という項目があり、その償還段階での最終的な経費負担者が受託者な
のか当局なのかまでは分析できない。それを度外視しても、都市公共交通
事業の場合、コミューン・レベルのAOが賦課徴収できる特定目的の地方
税たる公共交通税（VT）が4割（39％）ものウェイトを占めていることが
注目される。さらに、その他の一般納税者による負担（地方税〔県、州か
らの補助金も含む〕＋国から付与する一般財源）が3割弱（27％）で、そう
した地方税等による負担を合計すると総経費の3分の2にも達している。
一方、「独立採算」の要たる利用者負担すなわち料金の割合は4分の1程度
（23％）、借入金を全て料金収入で償還するとしても合わせて30％にしかな
フランスにおける地方公役務の民聞委託一その制度と実態一　115
〔表一9〕地方都市における都市公共交通網全体での費用負担区分
　（1997年：路面電車、バス、地下鉄などを総計）
財源区分 年間総額（百万ユーロ） 割　合
利用者（料金） 849 23％
雇い主（公共交通税） 1，485 39％
一般納税者（各種税等の計） 1，010 27％
国からの特定補助金 160 4％
借入金 265 7％
総　計 3，769 100％
出典：［表一7］に同じ
らないのである。
　これは、効率的な事業経営を確保するために独立採算制や民間委託方式
を取りながらも、とくに投資的経費について「行政」側が費用負担を行い
資本コストを軽減することを通じて、住民を公共交通利用へと誘導できる
水準に旅客運賃を維持し、地球環境対策や大気汚染防止のための都市圏に
おける自家用車交通の抑制、さらには路面電車等を利用する住民を誘導し
ての中心市街商業地の再生復興を狙いとする政策を反映したものであろう
と推測される。
概　括
　以上に述べたところは、従来から我が国内でも知られていた事柄も多い。
フランスにおける「公役務」やその「特許」の性格等は、かつての我が国
行政法学においては、重要な論題であった’8）。これまでに日仏両国の行政法
18）例えば、有斐閣から昭和44年に公刊された「フランス判例百選』（別冊ジュリスト
　第25号）の「行政法」部門は、「13行政法と行政裁判権一一公役務理論の登場一（雄川一
　郎）」「14商工業的公役務（近藤昭三）」「17行政契約一方的変更権一（阿部泰隆）」な
　ど、公役務関係の判例評釈から始まっている。
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学で蓄積されてきた議論は、今日に至るもなお有効性を失っていない。し
かし、委託形態や経営状況の実態については、フランス国内で調査してす
ら、情報入手が容易なわけではない。以下、実態に関する部分を中心に、
本稿の叙述してきたところを改めて概括し、今後の実証分析などの調査研
究につなげたい。
○委託の諸類型　　「公役務」の「委託」に関する法的な定義は、従前か
らの判例に基づいて形成されてきたものであり、実定法の中で規定された
のは近年になってからである。委託の具体的な方式を示す「事業特許」、「経
営委託」、「業務委託」などの諸類型に関しては、今日に至るもなお、実定
法令の中での明確な定i義は存在しない。従前からの判例と「1975年内務省
通達」（1980年代の地方分権改革による「後見監督」廃止に伴って失効）が
あるに過ぎない。このためもあってか、解説書や資料によって類型を示す
コトバの意味するところが同一でないように思われるので、調査研究にあ
たっては十分な注意が必要となる。ただ従来の解説書などでは、1975年内
務省通達による定義を類型についての叙述の基礎としているのが通例と推
測され、今日でも、基本的なポイントを考察するには、そこでの類型化が
出発点になりうる。
　最も注目される「コンセッション」（事業特許）方式については、1916年
の事案に際して政府側が行った定義が古典的な定義だと言われている。そ
の後、1975年内務省通達で、「事業特許」の狭い意味での定義が示された。
1980年代の地方分権改革で国の地方団体等に対する後見監督が廃止されて
以降は、事業特許協定等については、地方団体等と受託企業等との問で比
較的自由に交渉され締結されてきた。1993年になってから、サパン法によ
って、一定の公開性と競争原理の導入が進められた。
○委託方式の現状　　上下水道と都市公共交通（とくに路面電車）につい
て現状を観察すれば、判例や通達による定義にそのまま該当する内容の事
業特許等は、むしろ稀であるとも言われている。国民議会（国会下院）の
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調査によると、上下水道の分野では、狭い意味での「事業特許」方式は「経
営委託」方式に比べて非常に少なく、上水、下水とも、委託管理のうちの
9割弱は経営委託方式である。また民間に委託された上下水道事業の市場
は、パリなど大都市部を中心に大手企業3社の寡占状態になっている。路
面電車を見ても、事業特許の事例は少なく、都市部の公共旅客交通事業は
「業績関連報酬付き業務委託」方式で、第3セクター（混合経済会社）な
どの企業体によって運営管理されている。
○委託協定の内容　　失効した1975年内務省通達に関連して、国務院の承
認を経たデクレにより各種の標準約款明細書が存在し、その中で協約事項
が細部にわたって網羅的に示されていた。国による後見監督の廃止に伴い、
委託協定の内容は法令の規定による規制を受けるだけとなり、当事者間の
交渉の余地が拡大したが、実際には、1975年内務省通達などを基礎とした
従前のノウハウが、委託地方団体等関係者の参考に供されるなどして、今
日でも利用されている。
　営業的な公役務については独立採算が原則であり、公役務に要する費用
は、その役務の利用者が負担するというルールが、地方団体総合法典
（CGCT）で定められている。委託管理される地方公役務にかかる料金は委
託協定により具体的に約定されるが、その基本的な事項は地方団体等の議
事機関（＝議会）の議決対象である。
　事業の運営管理における通常のリスクは受託者が負うが、協定や明細書
の中で、リスクの原因となる事象ごとに委託一受託両者間でのリスク分担
ルールが細かく具体的に約定されているのが通常とされる。その他、判例
で形成された「不予見の理論」もある。
○経営状況と経費負担区分　　受託事業の損益等については、会計監査院
のような公式の権限を持つ組織でも、なかなか本当のデータがわからない。
ある州会計監査院の推計では、現実のマージン率が受託者からの報告書に
記載されている数字よりも50％から100％も大きい事例があるという。パリ
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では、受託企業が当局に提出した報告書ではマージン率が5．1％となってい
たが、実際は12．3％にもなっているなどとも推計されている。
　経営委託（アフェルマージュ）方式の場合における設備投資資金は、委
託側の地方団体等が負担する。事業特許（コンセッション）方式で、受託
者たる企業体（民間企業や地方混合経済会社）自身が投資する場合には、
自己資金あるいは借入金が財源となる。
　実際の路面電車事業の場合には、行政責任を負っている管轄当局（AO）
たる地方団体等が、経常・投資全体にかかる財源の最も大きな部分を負担
しており、7～8割を超す場合も少なくない。その場合、当局は各種資金
源と起債の両方を活用する場合が一般的で、当局の自己財源は複数ある。
最も比重が高いのは、広域行政組織たるAOを構成する地方団体から持ち
寄る拠出金と、関係地域の企業から徴収する公共交通税（VT）であり、特
定目的の地方税たる公共交通税が4割ものウェイトを占めていることが注
目される。さらに、その他の一般地方税等が3割弱で、これら地方税等合
計で総経費の3分の2も負担しており、利用者が負担する料金は4分の1程
度にしかならない。これは独立採算制を取りながらも、地球環境対策や都
市部の大気汚染防止のために自家用車交通を抑制するとともに、路面電車
の路線を貫通させて中心市街商業地区を再生復興させようとする政策の反
映でもあろう。
おわりに
　筆者は、平成16年1月までおよそ4年間にわたり、（財）自治体国際化協
会パリ事務所（クレア・パリ）の所長を勤めた。その間、さまざまな任務
と関わる中で、地方の公役務の制度や実態について、若干とはいえ現場を
含めて調査する機会を得、いささかの知見を得た。そこで、その概略なり
ともとりまとめ、研究者や関係者各位の参考に供したいというのが、本稿
を執筆した動機である。ただ、自らの言語的能力の不足もあって、満足の
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いく内容には程遠いのが実情である。およそ学術論文の水準に達していな
いという誹りを免れないことを危惧するが、とくに実態面での情報を中心
として、我が国で関係者が共有する情報のプールにいささかなりとも新し
い知見を追加することは出来ると推察するので、この程度の内容でも、あ
えて公にすることにした。こうした事業経営の仕組みや財務の実情に関す
る情報をも踏まえながら、我が国関係者が、路面電車の「復活」等による
地方都市中心商業街区の再生復興や上下水道の効率的な経営管理等、これ
からの地方公共サービスのあり方と具体策を検討して下さることを期待し
ている。
　なお、本稿の基礎となった各種情報の収集にあたっては、クレア・パリ
の調査担当スタッフ各位の多大な協力を得ている。記して謝意を表したい。
（平成17年1月脱稿）
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